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(57)【要約】
【課題】山部に段差のない強度の高いタイトフレームを
用いることが可能なタイトフレームの吊子取付構造を提
供すること。
【解決手段】タイトフレーム１の山部10の頂面を略平坦
な水平頂面10Ａに構成し、このタイトフレーム１の山部
10に上下から重合する上側重合体４と下側重合体５とを
備え、この上側重合体４と下側重合体５とは、山部10に
重合した際に山部10の下方若しくは山部10の側方で連結
する連結手段６を有する構成として、この連結手段６に
より上側重合体４と下側重合体５とが山部10に重合装着
するように設け、この上側重合体４に吊子２を設けるか
、若しくは前記水平頂面10Ａと上側重合体４とで吊子２
の取付底片部20を挟着する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　タイトフレームの山部の頂面に、吊子を立設状態に取付するタイトフレームの吊子取付
構造において、前記タイトフレームの山部の頂面を、前記吊子の取付底片部固定用の段差
面であってこの吊子固定用の固定具が折版屋根材の山部の裏面に接触することを避けるた
めに一段低くした段差面を有しない略平坦な水平頂面に構成し、このタイトフレームの山
部を上下から挟み込むようにして重合し得る上側重合体と下側重合体とを備え、この上側
重合体と下側重合体とは、夫々を前記山部に重合した際に山部の下方若しくは山部の側方
で連結する連結手段を有する構成として、この連結手段で連結することにより上側重合体
と下側重合体とを山部に重合状態で装着し得るように設け、この上側重合体に前記吊子を
設けて、この上側重合体を前記連結手段により下側重合体と共に山部に装着することで吊
子を前記水平頂面に取付する構造とするか、若しくは前記水平頂面に吊子の取付底片部を
重合載置してこの取付底片部の上方から上側重合体を山部に重合し、この上側重合体を前
記連結手段により下側重合体と共に山部に装着して水平頂面と上側重合体とで取付底片部
を挟着することで水平頂面に吊子を取付する構造としたことを特徴とするタイトフレーム
の吊子取付構造。
【請求項２】
　前記連結手段は、前記上側重合体と前記下側重合体とを連結具を用いて連結する構成と
したことを特徴とする請求項１記載のタイトルフレームの吊子取付構造。
【請求項３】
　前記連結手段は、前記上側重合体と前記下側重合体とに、夫々を前記山部に重合した際
山部の下方で若しくは山部の側方で連通する連結孔を設け、この連通する連結孔に連結具
を挿通することで上側重合体と下側重合体とが連結して山部に重合装着し得る構成とした
ことを特徴とする請求項１，２のいずれか１項に記載のタイトフレームの吊子取付構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、タイトフレームの吊子取付構造に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　馳式の折版屋根は、母屋90の上面に沿って固定されたタイトフレーム91上に、折版屋根
材93を順次被嵌して取付固定することで構成されている。
【０００３】
　更に具体的には、図１９に示すように、タイトフレーム91の山部910に吊子92を固定し
、この吊子92を挟み込むようにしてタイトフレーム91上に折版屋根材93を隣接状態に載置
すると共に、この隣接する折版屋根材93端部の夫々の山部93Ａに設けた接合部同士を吊子
92に重合させて、この接合部を馳締めすることによりタイトフレーム91上に吊子92を介し
て折版屋根材93を取付している。
【０００４】
　また、このタイトフレーム91の山部910は、中程で段差を有する形状、即ち上段部910Ａ
と下段部910Ｂとを有する形状に折曲形成され、下段部910Ｂに前記吊子92を載置した上、
この下段部910Ｂと吊子92とを上下方向に貫通する固定具（例えばボルト94）により下段
部910Ｂに吊子92を固定している（例えば、特許文献１参照。）。
【０００５】
【特許文献１】実開平６－６２０５１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　このタイトフレーム91の山部910は、吊子92固定用の前記ボルト94が（吊子92の下部の
取付底片部92Ａより上方へ突出するボルト94の上端が）前記折版屋根材93の山部93Ａの下
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面に接触することを避けるために、吊子92を一段下げて固定できる下段部910Ｂを有する
形状としているが、この段差形状に山部910を折曲形成してしまうと、山部910の強度が落
ちてしまうことがわかっている。
【０００７】
　つまり、この山部910が段差を有しない平坦（水平）な形状であれば、強度が高いまま
であるので、耐荷重性の向上を図るために、できれば山部910が平坦で頂面が段差のない
水平頂面となるものを使用したい。
【０００８】
　出願人は、上下方向に貫通するボルト94によって吊子92を固定することが原因でタイト
フレーム91の山部910に段差を形成しなければならないことに注目し、吊子92の固定にタ
イトフレーム91を上下方向に貫通するボルト94を使用しない構造であれば、タイトフレー
ム91の山部910を段差形状にする必要がないのではないかと着眼した。
【０００９】
　そして、この着眼点に基づいて、山部に段差を形成しないタイトフレームで馳式折版屋
根材を上手く取付できる方法はないかと鋭意研究を重ね、試行錯誤した末、タイトフレー
ムを上下方向に貫通するボルトを用いることなく吊子をタイトフレームに取付できて、山
部に段差のない強度の高いタイトフレームを用いることが可能となる本発明の画期的なタ
イトフレームの吊子取付構造を完成させた。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　添付図面を参照して本発明の要旨を説明する。
【００１１】
　タイトフレーム１の山部10の頂面に、吊子２を立設状態に取付するタイトフレームの吊
子取付構造において、前記タイトフレーム１の山部10の頂面を、前記吊子２の取付底片部
20固定用の段差面であってこの吊子２固定用の固定具が折版屋根材３の山部30の裏面に接
触することを避けるために一段低くした段差面を有しない略平坦な水平頂面10Ａに構成し
、このタイトフレーム１の山部10を上下から挟み込むようにして重合し得る上側重合体４
と下側重合体５とを備え、この上側重合体４と下側重合体５とは、夫々を前記山部10に重
合した際に山部10の下方若しくは山部10の側方で連結する連結手段６を有する構成として
、この連結手段６で連結することにより上側重合体４と下側重合体５とを山部10に重合状
態で装着し得るように設け、この上側重合体４に前記吊子２を設けて、この上側重合体４
を前記連結手段６により下側重合体５と共に山部10に装着することで吊子２を前記水平頂
面10Ａに取付する構造とするか、若しくは前記水平頂面10Ａに吊子２の取付底片部20を重
合載置してこの取付底片部20の上方から上側重合体４を山部10に重合し、この上側重合体
４を前記連結手段６により下側重合体５と共に山部10に装着して水平頂面10Ａと上側重合
体４とで取付底片部20を挟着することで水平頂面10Ａに吊子２を取付する構造としたこと
を特徴とするタイトフレームの吊子取付構造に係るものである。
【００１２】
　また、前記連結手段６は、前記上側重合体４と前記下側重合体５とを連結具60を用いて
連結する構成としたことを特徴とする請求項１記載のタイトルフレームの吊子取付構造に
係るものである。
【００１３】
　また、前記連結手段６は、前記上側重合体４と前記下側重合体５とに、夫々を前記山部
10に重合した際山部10の下方で若しくは山部10の側方で連通する連結孔61を設け、この連
通する連結孔61に連結具60を挿通することで上側重合体４と下側重合体５とが連結して山
部10に重合装着し得る構成としたことを特徴とする請求項１，２のいずれか１項に記載の
タイトフレームの吊子取付構造に係るものである。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明は上述のように、タイトフレームの山部の頂面を略平坦な段差のない水平頂面に
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形成したから、山部に段差部（折曲部）を有する従来の馳式折版屋根取付用のタイトフレ
ームに比して山部の強度が非常に高く、よって、秀れた耐荷重性能を発揮する馳式折版屋
根を施工可能となり、しかも、このようにタイトフレームの山部の頂面に吊子取付用の段
差を有しない構造でありながら、吊子とタイトフレームを上下方向に貫通する固定具によ
って吊子を固定するのではなく、山部に重合状態に装着可能な上側重合体と下側重合体と
を備え、この上側重合体に前記吊子を一体に設けて、この上側重合体を、山部の下方若し
くは山部の側方で連結する前記連結手段により下側重合体と共に山部に装着することで吊
子を前記水平頂面に取付するか、若しくは前記水平頂面に吊子の取付底片部を重合載置し
てこの取付底片部の上方から上側重合体を山部に重合し、この上側重合体を前記連結手段
により下側重合体と共に山部に装着して水平頂面と上側重合体とで取付底片部を挟着する
ことで水平頂面に吊子を取付するため、吊子の取付構造部分が上方へ大きく突出せず、こ
れによりタイトフレームの山部に吊子固定用の段差（下段部）がなくとも、また既存の馳
式の折版屋根材に加工を施さずとも吊子を介して折版屋根材を取付可能であるなど、極め
て実用性に秀れた画期的なタイトフレームの吊子取付構造となる。
【００１５】
　また、請求項２，３記載の発明においては、前記作用・効果を確実に発揮する前記連結
手段を簡易に設計実現可能となる一層実用性に秀れた構成のタイトフレームの吊子取付構
造となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　好適と考える本発明の実施形態（発明をどのように実施するか）を、図面に基づいて本
発明の作用を示して簡単に説明する。
【００１７】
　従来の一般的な馳式折版屋根の取付に用いられるタイトフレーム１は、図１９に示すよ
うに、吊子92固定用の段差面であってこの吊子92固定用の固定具（ボルト94）が折版屋根
材93の山部93Ａの裏面に接触することを避けるために（吊子92の下部の取付底片部92Ａと
タイトフレーム91の山部910の頂面とをボルト94により固定してタイトフレーム91の山部9
10に吊子92を固定した際、この取付底片部92Ａの上面より上方へ突出するボルト94の上部
が、折版屋根材93の山部93Ａの裏面に接触することを避けるために）一段低くした段差面
（下段部910Ｂ）を有しているが、本発明のタイトフレーム１は、山部10の頂面を略平坦
な段差のない水平頂面10Ａに形成している。
【００１８】
　そのため、タイトフレーム１の山部10に段差（折曲部）を形成した場合にはこの山部10
の強度が落ちてしまうが、山部10に段差を有しない本発明のタイトフレーム１は、従来の
馳式折版屋根取付用のタイトフレーム１に比して山部10の強度が非常に高い。
【００１９】
　このタイトフレーム１の山部10の水平頂面10Ａに吊子２を取付し、この吊子２を挟み込
むようにしてタイトフレーム１上に折版屋根材３を隣接状態に載置すると共に、この隣接
する折版屋根材３端部の夫々の山部30に設けた接合部同士を吊子２に重合させて、この接
合部を馳締めすることによりタイトフレーム１上に吊子２を介して折版屋根材３を取付し
て馳式折版構造屋根を完成するが、本発明のタイトフレーム１の山部10への吊子２の取付
構造は、この山部10を上下から挟み込むようにして重合し得る上側重合体４と下側重合体
５とを備え、この上側重合体４と下側重合体５とを利用して吊子２を取付する構造として
いる。
【００２０】
　具体的には、上側重合体４と下側重合体５とは、夫々を前記山部10に重合した際に、連
結手段６を山部10の下方若しくは側方で連結することにより山部10に重合状態で装着する
構造である。
【００２１】
　本発明では、この上側重合体４に前記吊子２を設けて、この上側重合体４を前記連結手
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段６により下側重合体５と共に山部10に装着することで吊子２を前記水平頂面10Ａに取付
する構造とするか、若しくは前記水平頂面10Ａに吊子２の取付底片部20を重合載置してこ
の取付底片部20の上方から上側重合体４を山部10に重合し、この上側重合体４を前記連結
手段６により下側重合体５と共に山部10に装着して水平頂面10Ａと上側重合体４とで取付
底片部20を挟着することで水平頂面10Ａに吊子２を取付する構造としている。
【００２２】
　従って、タイトフレーム１と吊子２とを、この双方を上下方向に貫通するボルトによっ
て固定する構造でなく、山部10に重合状態に装着可能な上側重合体４と共に吊子２を取付
する構造であると共に、上側重合体４と下側重合体５とを山部10に装着するための連結手
段６を、山部10の下方若しくは側方で連結する構造のため、このような吊子２の取付構造
部分は山部10の上方へ大きく突出せず、これによりタイトフレーム１の山部10に吊子２固
定用の段差（下段部910Ｂ）がなくとも、また既存の馳式の折版屋根材３に加工を施さず
とも吊子２を介して折版屋根材３を取付可能となる。
【００２３】
　よって、タイトフレーム１の山部10の頂面に吊子２取付用の段差を有しない構造であり
ながら、問題なく吊子２を山部10に取付可能な構造であり、上記したようにタイトフレー
ム１の強度が非常に高いために、折版屋根材３の良好な変形防止作用が得られて極めて秀
れた耐荷重性能を発揮することになる馳式折版構造屋根を施工可能となる。
【実施例１】
【００２４】
　本発明の具体的な実施例１について図１～図６に基づいて説明する。
【００２５】
　本実施例は、図１に示すように、母屋７の上面に沿ってタイトフレーム１を固定し、こ
のタイトフレーム１の山部10上に吊子２を固定し、この吊子２を挟み込むようにしてタイ
トフレーム１上に折版屋根材３を隣接状態に載置すると共に、この隣接する折版屋根材３
端部の夫々の山部30に設けた接合部同士を吊子２に重合させてこの接合部を馳締めするこ
とにより、タイトフレーム１上に吊子２を介して折版屋根材３を取付する馳式折版構造屋
根における、タイトフレーム１の吊子２取付構造に係るものである。
【００２６】
　本実施例のタイトフレーム１は、図２に示すように、山部10の頂面を、吊子２固定用の
段差面であってこの吊子２固定用の固定具が折版屋根材３の裏面に接触することを避ける
ために一段低くした段差面を有しない略平坦な段差のない水平頂面10Ａに形成している。
【００２７】
　また、このタイトフレーム１は、山部10の左右側縁部を垂下屈曲形成した垂下片部10Ｂ
を有する断面略コ字状とすることで強度を向上させたタイプを採用している。
【００２８】
　本実施例の吊子２は、金属製の板材を屈曲形成して成るもので、図２～図４に示すよう
に、立設板部21の下端を略直角に屈曲形成してこの下端の板部を前記タイトフレーム１の
山部10の頂面に固定するための取付底片部20とし、更にこの立設板部21の上端部を取付底
片部20の屈曲方向と逆方向に鉤形に屈曲形成してこの上端の鉤部を折版屋根材３の山部30
に形成された接合部を馳締めする巻き込み部22としている。
【００２９】
　また、取付底片部20の先端部を斜め下方へ屈曲形成して、この屈曲先端をタイトフレー
ム１の前記水平頂面10Ａ端部と斜設部との連設屈曲部に沿わせることで位置決め作用を得
る位置決め片20Ａとしている。
【００３０】
　本実施例では、このタイトフレーム１の山部10を上下から挟み込むようにして重合し得
る上側重合体４と下側重合体５とを備え、この上側重合体４と下側重合体５とは、夫々を
前記山部10に重合した際に山部10の下方側で連結する連結手段６を有する構成として、こ
の連結手段６で連結することにより上側重合体４と下側重合体５とを山部10に重合状態で
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装着し得るように設けている。
【００３１】
　そして、前記水平頂面10Ａに吊子２の取付底片部20を重合載置してこの取付底片部20の
上方から上側重合体４を山部10に重合し、この上側重合体４を前記連結手段６により下側
重合体５と共に山部10に装着して水平頂面10Ａと上側重合体４とで取付底片部20を挟着す
ることで水平頂面10Ａに吊子２を取付する構造としている。
【００３２】
　具体的には、上側重合体４は、方形金属板を断面略コ字状に折曲形成して、その開放部
をタイトフレーム１の山部10の上方から被嵌し得るように構成すると共に、この際、山部
10の水平頂面10Ａの全範囲にこの上側重合体４の中間板部40が重合し得るように、この上
側重合体４の大きさを設定構成している。
【００３３】
　また、この上側重合体４の中間板部40に上下方向に貫通する取付孔40Ａを設けて、この
取付孔40Ａを介して前記吊子２の取付底片部20を上側重合体４の下方へ配設すると共に、
吊子２の立設板部21を上側重合体４の上方へ配設し得るように構成している。
【００３４】
　また、この取付孔40Ａは、この上側重合体４が重合するタイトフレーム１の長さ方向に
対して直交する方向に長さを有する長孔に形成し、これによりこの取付孔40Ａを介して上
側重合体４の上方に突出する吊子２の立設板部21が、タイトフレーム１の長さ方向（左右
方向）に対して直交する方向に配設されて、且つ取付底片部20が上側重合体４の中間板部
40の下面に重合し得る状態となるように構成している。そして、この取付孔40Ａの孔縁に
立設板部21が接することと、前記位置決め片20Ａがタイトフレーム１の水平頂面10Ａ端部
の連設屈曲部に沿設していることにより、吊子２は、タイトフレーム１の左右方向（タイ
トフレーム１の長さ方向）に動きにくい状態に位置決めされる構成としている。
【００３５】
　また、吊子２の取付底片部20の上面には、補強リブ23を上方へ凸設し、この取付底片部
20の補強リブ23に位置を合わせて上側重合体４の中間板部40にもその下面を凹設して上面
を突設した補強リブ40Ｂを設けて、この取付底片部20上面の補強リブ23（凸条）と、上側
重合体４の中間板部40下面の補強リブ40Ｂ（凹条）とを凹凸嵌合することで容易に位置合
わせできると共に、この凹凸嵌合により吊子２がタイトフレーム１の前後方向に動かない
ように位置決めされる構成としている。
【００３６】
　下側重合体５は、方形金属板を断面略コ字状に折曲形成して、その中間板部50をタイト
フレーム１の山部10の下面に重合し得るように構成すると共に、この際、この下側重合体
５の両側板部51の外側面に、山部10の水平頂面10Ａに重合した上側重合体４の両側板部41
の内側面が重合した状態となるように、この下側重合体５の大きさを設定構成している。
【００３７】
　更に詳しくは、断面略コ字状の山部10が下側重合体５の中間板部50に被嵌してこの中間
板部50の上面が水平頂面10Ａの下面に重合し、この際、前記垂下片部10Ｂによって下側重
合体５がタイトフレーム１の前後方向に位置決めされる構成としている。
【００３８】
　この上側重合体４と下側重合体５とを連結する前記連結手段６は、上側重合体４と下側
重合体５とを連結具60を用いて連結する構成としている。
【００３９】
　更に詳しくは、前記上側重合体４の両側板部41の下部左右位置と前記下側重合体５の両
側板部51の下部左右位置とに、夫々を前記山部10に重合した際山部10の下方側で連通する
連結孔61を設け、この連通する連結孔61に連結具60を挿通することで上側重合体４と下側
重合体５とが連結して山部10に重合装着し得る構成としている。
【００４０】
　また、連結具60は、先端部に弾性に抗して没動可能な突起部60Ａを突設し、基端部を前
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記連結孔61の孔径より径大な抜け止め頭部60Ｂに形成して、連通させた連結孔61に突起部
60Ａを没動させつつ一側から連結具60を挿通してその挿通先端を他側の連結孔61にも挿通
させると、この連結具60の挿通先端の前記突起部60Ａが最も他側に位置する連結孔61を越
えたところで弾性により突出復帰して連結具60が連結孔61より抜け止め状態となる構成と
している（図５，図６参照。）。
【００４１】
　このようにして、連結具60により上側重合体４と下側重合体５をタイトフレーム１の山
部10に対して連結装着し、この際、吊子２の取付底片部20を上側重合体４の中間板部40の
下面と水平頂面10Ａとで挟着する。
【００４２】
　尚、連結具60の抜け止め構造は、連結具60の挿通先端にＲピンを装着するような簡易構
造でも良い。
【実施例２】
【００４３】
　本発明の具体的な実施例２について図７～図１０に基づいて説明する。
【００４４】
　本実施例は、タイトフレーム１の山部10を上下から挟み込むようにして重合し得る上側
重合体４と下側重合体５とを備え、この上側重合体４と下側重合体５とは、夫々を前記山
部10に重合した際に山部10の側方で連結する連結手段６を有する構成として、この連結手
段６で連結することにより上側重合体４と下側重合体５とを山部10に重合状態で装着し得
るように設けている場合である。
【００４５】
　本実施例のタイトフレーム１は、前記実施例１とは異なり、山部10の左右側縁部に垂下
片部10Ｂを有しないタイプを採用している。
【００４６】
　また、本実施例の吊子２は、前記実施例１とは異なり、取付底片部20に補強リブ23を有
しないタイプを採用している。
【００４７】
　本実施例の上側重合体４は、図７，図８に示すように、長さのない帯状の金属板をその
中間板部42が上方へ低く突出する段差形状に折曲形成した構成とし、更に、この中間板部
42の、上側重合体４の長さ方向（前後方向）に沿った幅寸法を、前記タイトフレーム１の
山部10の前後幅よりやや幅広となる寸法に設定構成して、この上側重合体４をその長さ方
向をタイトフレーム１の山部10の左右方向と直交するようにして中間板部42の下面をタイ
トフレーム１の山部10の上方から重合し得るように構成している。
【００４８】
　下側重合体５は、上側重合体４と略同じ大きさの帯状の金属板を他側（図８において右
奥側）寄りで段差形状に屈曲形成して、この他側板部54が他の部位より一段浅めに低くな
る形状に形成し、この他側板部54に隣接する中間位置の一段高い中間板部52をタイトフレ
ーム１の山部10の下方から重合し得るように構成し、更に、この下側重合体５の一側板部
53は、他の部位より左右幅を小幅に形成し、その先端部を下方へ屈曲形成して係止片53Ａ
としている。
【００４９】
　この上側重合体４と下側重合体５との連結構造は、上側重合体４の中間板部42の一側（
図８における左手前側）の端部と一側板部43との連設部分である立ち上がり部44に、下側
重合体５の前記一側板部53を挿通する挿通孔44Ａを横方向に貫通形成すると共に、この上
側重合体４の一側板部43に、下側重合体５の一側板部53先端の係止片53Ａを嵌合係止する
嵌合孔43Ａを上下方向（縦方向）に貫通形成して、図９に示すように、上側重合体４の下
方から挿通孔44Ａに下側重合体５の一側板部53を挿通させた上で、一側板部53先端の係止
片53Ａを、上側重合体４の一側板部43の嵌合孔43Ａに嵌合係止させると、一側板部43の上
面に一側板部53の下面が重合状態となると共に、上側重合体４の他側板部45の下面と下側
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重合体５の前記他側板部54の上面とが重合し、この際、図１０に示すように、中間板部42
の下面と中間板部52の上面との間に生じる隙間にタイトフレーム１の山部10と吊子２の取
付底片部20とが挟み込まれる構造としている。また、この挿通孔44Ａと嵌合孔43Ａとは、
一側板部53の左右幅に合わせた長さを有する長孔に形成している。
【００５０】
　また、この重合状態で、タイトフレーム１の山部10の側方に位置することとなる上側重
合体４の他側板部45と下側重合体５の前記他側板部54とに、連結手段６を設けている。
【００５１】
　具体的には、前記他側板部45と前記他側板部54とに、互いの重合状態で連通する連結孔
61を上下方向に貫通形成し、この連通する各連結孔61に連結具60を挿通することで上側重
合体４と下側重合体５とが連結して山部10に重合装着し得る構成としている。
【００５２】
　また、連結具60は、例えば、ボルト60Ｃとナット60Ｄを採用し、連通する各連結孔61に
ボルト60Ｃを挿通してボルト先端にナット60Ｄを螺着して締付することで前記他側板部45
と前記他側板部54とが重合固定され、係止片53Ａと嵌合孔43Ａとの嵌合係止状態も維持さ
れて上側重合体４と下側重合体５とがタイトフレーム１の山部10と吊子２の取付底片部20
とを挟み込んだ状態で山部10に装着され、これにより吊子２が山部10の水平頂面10Ａに取
付される構成としている。図中符号８は座金である。
【００５３】
　尚、図面では、ナット60Ｄが他側板部54の下面に一体的に設けられた場合を示している
が、ナット60Ｄが他側板部54と分離した別部品であっても良い。また、連結具60は、リベ
ットを採用しても良い。
【００５４】
　その他の構成は、前記実施例１と同様である。
【実施例３】
【００５５】
　本発明の具体的な実施例３について図１１～図１４に基づいて説明する。
【００５６】
　本実施例は、前記実施例２において、上側重合体４の一側板部43と下側重合体５の一側
板部53とにおける連結構造を異ならせた場合である。
【００５７】
　具体的には、本実施例の上側重合体４の一側板部43は、その中間部で段差形状に屈曲形
成して一側板部43の中間部より先端側部が基端側部より一段低くなる係合板部43Ｂに形成
し、更に、この一側板部43の中間部の立ち上がり部46は、左右いずれか一側の縁部（図１
２では左側縁部）から中程まで切り込み46Ａを形成している。
【００５８】
　一方、本実施例の下側重合体５の一側板部53は、他側板部54と同様に中間板部52より一
段低くなる形状に形成してこの一側板部53の上面が上側重合体４の一側板部43の下面に重
合する構成とし、更に、この一側板部53の中間部に、前記切り込み46Ａとは反対方向の縁
部（図１２では右側縁部）から中程まで切り込み53Ｂを形成している。
【００５９】
　そして、図１３に示すように、切り込み46Ａと切り込み53Ｂの位置を合わせて、上側重
合体４と下側重合体５とを図中矢印のように横方向にスライド移動させていくことで一側
板部43の下面と一側板部53の上面とを重合状態にして連結でき（この際、係合板部43Ｂは
、図１４に示すようにその上面が一側板部53の下面に重合状態となる。）、更に他側板部
45と他側板部54とが重合状態となって、前記連結手段６によりこの重合状態を連結保持で
きる構成としている。
【００６０】
　その他の構成は、前記実施例２と同様である。
【実施例４】
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【００６１】
　本発明の具体的な実施例４について図１５～図１８に基づいて説明する。
【００６２】
　本実施例も、前記実施例２において、上側重合体４の一側板部43と下側重合体５の一側
板部53とにおける連結構造を異ならせた場合である。
【００６３】
　具体的には、本実施例の上側重合体４の一側板部43は、長く延設し、更にこの一側板部
43の先端部を小幅片部に形成すると共に、この小幅片部を上方へ屈曲形成して掛止片43Ｃ
としている。
【００６４】
　また、中間板部42と一側板部43との連設屈曲部の両側部に切欠47を形成している。
【００６５】
　一方、本実施例の下側重合体５は、前記実施例２において、一側板部53の左右幅を中間
板部52の左右幅と同幅にして長く延設し、この一側板部53の先端縁に前記掛止片43Ｃを掛
止する掛止凹所53Ｃを形成している。
【００６６】
　また、この一側板部53の中央には、上下方向に貫通する挿入孔53Ｄを形成している。こ
の挿入孔53Ｄは、前記上側重合体４の一側板部43の左右幅よりもやや大きい前後幅を有す
ると共に、一側板部43の左右幅よりも小さく且つ前記左右の切欠47間の板幅よりやや大き
い左右幅を有する長方形状の孔に形成している。
【００６７】
　そして、図１７の（ａ）に示すように、下側重合体５の挿入孔53Ｄに上方から上側重合
体４の一側板部43を、その左右板幅方向が挿通孔43Ｃの前後方向と合致する向きで挿通し
、前記切欠47が挿入孔53Ｄの位置まで達したら、図１７の（ｂ）に示すように、上側重合
体４（下側重合体５でも良い。）を９０度水平方向に回転させると、挿入孔53Ｄの左右幅
より中間板部42と一側板部43の左右幅が大きいために上側重合体４が下側重合体５に対し
て抜け止め状態となり、この際に上側重合体４の他側板部45を下側重合体５の他側板部54
に向けて倒すことで、図１８に示すように一側板部43の下面と一側板部53の上面とが重合
すると共に、掛止片43Ｃが掛止凹所53Ｃに掛止され、更に他側板部45と他側板部54とが重
合状態となって、前記連結手段６によりこの重合状態を連結保持できる構成としている。
【００６８】
　その他の構成は、前記実施例２と同様である。
【００６９】
　尚、本発明は、実施例１～４に限られるものではなく、各構成要件の具体的構成は適宜
設計し得るものである。例えば、上記実施例では、いずれも上側重合体４とタイトフレー
ム１の水平頂部10Ａとで吊子２の取付底片部20を挟み込みした場合を示したが、上側重合
体４と吊子２とを一体成形した構成としても良い。
【００７０】
　また、図示していないが、上側重合体４の下面と取付底片部20の上面との間や、取付底
片部20の下面と水平頂面10Ａとの間や、水平頂面10Ａの下面と下側重合体５の上面との間
にガタつき防止のためのゴム板などを介在したり、あるいは上記部品のいずれかの重合面
にゴム板などの緩衝材を付設する構成としても良い。
【図面の簡単な説明】
【００７１】
【図１】実施例１の使用状態（完成状態）を示す概略説明斜視図である。
【図２】実施例１のタイトフレームと吊子の分解状態を示す説明斜視図である。
【図３】実施例１のタイトフレームに吊子を取付した状態を示す説明斜視図である。
【図４】実施例１の使用状態を示す説明正面図である。
【図５】実施例１のタイトフレームと吊子の取付構造を示す、タイトフレームと吊子を分
解した状態の説明側断面図である。
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【図６】実施例１のタイトフレームと吊子の取付構造を示す、タイトフレームに吊子を取
付した状態の説明側断面図である。
【図７】実施例２のタイトフレームに吊子を取付した状態を示す説明斜視図である。
【図８】実施例２のタイトフレームと吊子の分解状態を示す説明斜視図である。
【図９】実施例２の上側重合体の一側板部と、下側重合体の一側板部との連結途中の状態
を示す説明斜視図である。
【図１０】実施例２のタイトフレームと吊子の取付構造を示す、タイトフレームに吊子を
取付した状態の説明側断面図である。
【図１１】実施例３のタイトフレームに吊子を取付した状態を示す説明斜視図である。
【図１２】実施例３のタイトフレームと吊子の分解状態を示す説明斜視図である。
【図１３】実施例３の上側重合体の一側板部と、下側重合体の一側板部との連結途中の状
態を示す説明斜視図である。
【図１４】実施例３のタイトフレームと吊子の取付構造を示す、タイトフレームに吊子を
取付した状態の説明側断面図である。
【図１５】実施例４のタイトフレームに吊子を取付した状態を示す説明斜視図である。
【図１６】実施例４のタイトフレームと吊子の分解状態を示す説明斜視図である。
【図１７】実施例４の上側重合体の一側板部と、下側重合体の一側板部との連結途中の状
態を示す説明斜視図である。
【図１８】実施例４のタイトフレームと吊子の取付構造を示す、タイトフレームに吊子を
取付した状態の説明側断面図である。
【図１９】従来例の完成状態を示す説明正断面図である。
【符号の説明】
【００７２】
　１　タイトフレーム
　２　吊子
　３　折版屋根材
　４　上側重合体
　５　下側重合体
　６　連結手段
　10　山部
　10Ａ　水平頂面
　20　取付底片部
　30　山部
　60　連結具
　61　連結孔
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